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1． はじめに 

文部科学省(2010)によれば、学校現場における安全教

育は、児童生徒等が自らの行動や外部環境に存在する

様々な危険を制御して、自ら安全に行動したり、他の人

や社会の安全のために貢献したりできるようにするこ

とを目標としている１）。明確かつ具体的な目標が動機づ

けを高めるとした目標設定理論２）においては、他者より

も自身で目標を設定するほうが高い動機づけとなるこ

とが指摘されている３）。中井・岡・臼井(2014)は、これ

らの心理学的背景を踏まえ、①危険箇所の発見だけでな

く、事故・負傷の予防に必要な具体的行動目標を自主的

にもたせ、②その目標を、属する集団で共有させる安全

教育プログラム「ひなどり」を開発し、小学校内での安

全教育として実践した４）。しかし、中井ら(2014)の研究

においては、開発した教育の効果測定を量的に行ってい

ないという問題がある。本研究では、校外での安全教育

活動の一環として「ひなどり」を実施し、その効果測定

を行った。 

2. 方法 

2.1 対象者と実施期間 

大阪府内公立 A 小学校の 5 年生 2 クラス 64 人(男子

36 人、女子 28 人)を対象とした。2015 年 5 月下旬から

7 月中旬までの約 7 週間の中の「総合学習」の時間 4 コ

マ（45 分／1 コマ）と放課後を使用し「ひなどり」を実

施した。また、教育未実施の統制群として、A 小学校の

校区に隣接した公立 B 小学校の 5 年生 3 クラス 103 名 

(男子 44 人、女子 59 人) を対象とした。 

2.2 「ひなどり」の詳細 

 本教育では、まず 1 コマ目に、クラス単位で校区内の

危険箇所を児童に指摘させ、指摘箇所の画像を教室内

のモニターに提示し、情報共有を行った。2 コマ目で

は、登校ルートの類似する児童で班分けを行い、通学

路を中心に、教員や保護者、消防士、市職員等の大人

とともに校区を探索し、1 コマ目で挙げられた危険箇

所の確認と、新たな危険箇所の指摘をさせた。指摘し

た箇所はデジタルカメラで撮影し、そこで取るべき行

動の目標を班ごとに話し合わせた。3 コマ目では、撮

影箇所での行動目標を明示したポスターを、撮影した

写真を利用して作成させた。4 コマ目では、班ごとに

作成したポスターについて学年児童全員の前で説明

させ、行動目標を宣言させた。なお、児童が作成した

ポスター全 43 枚は、該当箇所や校内、近隣の施設等

に掲示した (図 1)。 

2.3 教育効果の評価と手続き 

教育群については「ひなどり」の 1 コマ目実施前に

「校区の危険箇所」と「その理由」を自由記述式にて

回答を求め、作品掲示後に再度同じ形式にて「校区の

危険箇所」と「その理由」を回答させた。統制群につ

いては、2015年 7月上旬に教育群と同じく「校区の危

険箇所」と「その理由」を回答させた。その約8週間

後の9月中旬に、再度同一項目にて回答を求めた。 

 

図 1．ポスターの一例と掲示風景 



 

図2.教育群と統制群の平均指摘数の変化 

 

3. 結果と考察 

3.1 危険指摘数の変化 

図 2 は、群と時間経過ごとの児童一人当たりの指摘箇

所数の平均である。これらのデータに対して、2 要因分

散分析を行った結果、群と時間経過の交互作用が見られ

た（F (1, 162) = 240.67, p < .001, ηp2 = .44）。単純主効

果の検定の結果、統制群は時間経過に伴って指摘箇所数

が低下した一方で（p <.01）、教育群の指摘箇所数は有意 

に増加した（p <.001）。また、教育前においては統制群

と教育群の指摘数に有意差は見られず（p = .84）、教

育後においては、統制群よりも教育群の指摘箇所数が

有意に多かった（p < .001）。なお、教育群の教育後指

摘箇所のうち、56.5 % が校外探索時に各自で指摘し

た箇所であり、38.3 % は自分では指摘していないが

他の児童が指摘した箇所であった。 

3.2 指摘内容の変化 

教育前後における教育群の指摘箇所と指摘数を表 1

に示す。本教育によって、児童がスーパー周辺や交差

点、公園等、教育前には指摘がなかった身近な場所に

も危険が潜んでいると認識したといえる。また、漠然

とした「川」が危ないといった指摘が減り、「川周辺」

における坂道での危険行動や、柵が無い所があると

いった具体的な指摘が加わっており、教育によって

具体的に危険箇所を指摘できるようになったと考え

られる。 

4. おわりに 

本研究にて、「ひなどり」の安全教育プログラムとし

ての有効性が示唆されたが、教育群の指摘数・指摘箇

所の増加が児童の安全行動へつながっているか、およ

びその持続性の検討もまた今後の課題である。 
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表1.Ａ小学校児童(63名)の教育前後での 

危険指摘箇所数 

 

具体的な指摘箇所 教育前 教育後

スーパー周辺 3 33
歯科近くの交差点周辺 8 29
大規模マンション・提供公園周辺 12 18
私鉄高架下 1 16
大規模マンション周辺 1 16
大規模マンション・提供公園周辺 2 14
私鉄踏切 0 11
寺周辺 2 11
地区カーブ 2 11
Ａ小学校周辺 3 10
私鉄駅周辺 2 10
郵便局近くの鉄板の道 0 10
川 18 8
川周辺 0 8
コンビニ・パン屋前 1 7
地区その他エリア 1 6
私鉄線路沿い 0 6
公園・公園周辺 3 6
ドラッグストア前の道路～団地前道路 2 6
商店街の細い道 1 5
その他 49 67

合計 111 308
注)前後いずれか欠席した児童分、防犯での視点のものや漠然と
した指摘(例えば、曲がり角)は除外


